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Abstract 
The author first examined the history of government regulation of mass media in Japan from 2013 to    
2017 and chronicled.  
    Next,  the author tried to clarify the strategies of government regulation of mass media and about how the       
mass media operated. 
       As a result,  the following tendencies were able to extract. 
  Ⅰ. For mass media, the biggest threat is to be Specific Secret Protection Act. 
  Ⅱ.  In light of Broadcasting Act, the Abe administration developed the following strategies. 
     1) Meeting with media stakeholders、2) Notify the stakeholders of the mass media to make a program fairly and 
fairly in writing,  3) Call a mass media official and listen to the situation,  4) Provide administrative guidance 
based on the Broadcasting Act, 5) Based on the Broadcasting Law, threaten to revoke  TV  media 
stakeholders broadcast license if  they made a non-fair report.  
 Ⅲ.  What do the citizens expect from the mass media is to know how to live peacefully and safely. In order to  
make citizens' wishes come true, the media should make full efforts to find out the essence among various  
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2013年 12月 「特定秘密保護法（元は国家機密法）」強行採決 
2015年 4月 「武器輸出三原則」の廃止、「防衛装備移転三原則」の制定 
 7月 「集団的自衛権」を認める閣議決定  
 8月 朝日新聞「慰安婦報道記事、福島原発『吉田調書』記事」を取り消す。朝日バッシングが始まる 
 10月 TPP(環太平洋連携協議)で大筋合意  
 12月 日本政府と韓国政府との間で慰安婦問題について日本が韓国に「10億円の拠出する」ことで決着 
2015年 9月 「平和安全関連法(戦争法)」の強行採決 
2016年 2月 「放送法」（注２）を盾に取り、メディアに対して「電波停止」の可能性を示唆 
2017年 5月 安倍首相「自衛隊を憲法に明記する改憲を行い2020年に新憲法の施行を目指す」と発表 




















  「4 日、立憲主義などをテーマに、各党が推薦した 3 人の憲法学者を招いて参考人質疑を行った。自民、公明両党  
などが推薦した長谷部恭男・早大教授は、集団的自衛権の限定的行使を可能にする安全保障関連法案について、『憲





























２.１.2. 安倍首相改憲発言（2017年 5月 3日） 
 読売新聞は、5月 3日付けの 1 面で「首相インタビュー 憲法改正 20 年施行目標」「9 条に自衛隊
明記 教育無償化前向き」という見出しで、安倍首相へのインタビューの概要を説明し、4 面では、
見出しは「自衛隊の合憲化 使命」「『違憲かもしれないが命張れ』では無責任」として、インタビ
ュー全文を載せている。この他に、2、3、22、23、24、30 面に憲法施行 70 年関連記事を掲載してい
る。 
 これを受けて、翌日 5月 4日の各紙は、次の様に報道していた。 
【朝日新聞】１面で「首相『９条に自衛隊明記』「改憲・2020 年施行に意欲」という見出しで、首相の改憲理由を紹介
し、解説では、「いわば、内輪の場での決意表明だが、憲法改正は広く国民にその必要性を説き、賛同を得なければ、
実現は難しい」と結んでいる「改憲 踏み込む首相」（2 面）。「9 条の理想を使いこなす」（8 面、社説）。この他、
3、9、27 面で「憲法を考える」記事を載せている。 




22、23 面に関連記事を載せている。           
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【東京新聞】1 面では、「決めるのは国民」「『憲法 いまこそ輝け』施行 70 年集会」と 3 日に行われた憲法を守る
集会の様子をカラー写真で紹介している。その下の段に、「首相 改憲 2020 年施行を目指す」との見出しで、改憲
を訴える会合での決意表明を載せている。2 面では 9 条の「日本国民は、正義と秩序を基調とする『国際平和を誠実 
に希求し』」のカギ括弧の部分は、GHQ の草案にも、政府が帝国議会に提出した憲法改正案にもなく、衆院の憲法 
改正小委員会の議論の中で当時の日本社会党の議員の提案で 9 条の冒頭に挿入されたということが説明されてい
る。「大島大誓言が教えるもの」（5 面、社説）。この他、3、20、21、22、23 面で憲法関連時期を掲載している。 
【読売新聞】1 面では「首相改憲案 公明が理解」「自衛隊明記 維新歓迎、民進反発」と各政党の反応を紹介してい
る。この他、3、4、19 面に関連記事を載せている。 




【日経新聞】1 面で「首相『改憲、20 年に施行』」「9 条に自衛隊明記」という見出しとともに、首相が改憲グループ 
























 表 1には、2015年 5月 1 日～9月 27日における各テレビ局の「安保法制の審議関連報道」につい
ての“放送を語る会”(2016）によるモニター結果のうち、「報道ステーション」、「NEWS23」、NHK
6 黒須 俊夫 
 
「ニュースウオッチ 9」の報道内容を示す。また、表 2には、「共謀罪法案」報道に関しての 2017年




      
                                      報道  NEWS  ニュース 
  放送日           放送の内容                                             ステ  ー       ウオッチ 
                                                         ション  23     ９    
5月20日 【党首討論】ポツダム宣言について、「詳らかに読んでいない」との安倍総理の答弁。 ○ ×*1 × 
5月28日 【衆院特別委】安倍総理「早く質問しろよ」などのヤジ。 ○ ○ ○*2  
6月  1日 【衆院特別委】日本に対して攻撃の意思のない国に対しても攻撃する可能性を排除しな 
 いとする中谷防衛大臣の答弁。 ○ ○ × 
6月  1日 【衆院特別委】「IS」に対し有志連合などが行動する場合、後方支援は法律的に可能と 
 の中谷防衛大臣の答弁。 ○ ○ × 
6月 中旬 憲法学者へのアンケートのほか、「違憲」とする憲法学者が多数であることの報道。 ○＊3 ○*4 ×＊５ 
7月  1日 自民党「若手の勉強会」での発言について「威圧」「圧力」という表現を使う。 ○ ○ × 
7月15日 【衆院特別委】採決に「強行」という表現を使う。 ○ ○ × 
7月29日 【参院特別委】戦闘中の米軍ヘリへの給油を図解した海上自衛隊の内部文書について 
 共産党小池副委員長が追及。 ○ ○ × 
8月  5日 【参院特別委】「後方支援で核ミサイルも法文上運搬可能」という中谷大臣の答弁。 ○ ○ × 
8月19日 【参院特別委】安保法案成立を前提とした防衛省文書で中谷大臣の矛盾する答弁を共 
 産党小池副委員長が追及。 ○ ○ × 
8月下旬 ノルウェーの平和学者、ヨハン・ガルトゥング博士が来日。安倍首相の「積極的平和 
 主義」は本来の意味とは違うと批判。 ○ ○ × 
9月  2日 【参院特別委】自衛隊統合幕僚長が訪米した際の会議録について共産党仁比議員が追及。 ○ ○ × 







                                            報道  ニュース 
  放送日           放 送 の 内 容                                               ステ  ー  ウオッチ 
                                                                ション   ９   
4月 17日 【衆院法務委員会】277の対象犯罪に関する質疑。民進党山尾議員の質問「保安林で 
 キノコを採ることもテロの資金源なのか」に対して、金田法相の「犯罪集団の維持 ○ × 
 に必要な資金を得るための計画が想定される」という答弁。                     
4月 19日 【衆院法務委員会】 民進党山尾議員の質問に金田法相が答えられず、刑事局長が答 
 弁。民進党逢坂誠二議員の「捜査が一般人に及ばなかったら犯罪集団かどうかは分 ○ × 
 からないのではないか」という質問に対して、金田法相の「犯罪集団が関与してい 
 ることについての嫌疑が必要」というズレた答弁。                         
4月 21日 【衆院法務委員会】 金田法相が「一般人は捜査の対象にならない」と繰り返し答弁 
 したのに対し、盛山法務副大臣が「対象にならないとは言えない」と相反する発言。 ○ × 
 「組織的犯罪集団に該当するかどうかは捜査当局が判断する」という金田法相の答弁。         
4月 25日 【衆院参考人質疑】参考人、小林よしのり、高山佳奈子、小澤俊朗、井田良、早川忠 
 孝氏らの陳述内容。 ○ ×  
4月 28日 【衆院法務委員会】共産党藤野議員の質問「花見をしているのか犯罪の下見をしてい 
 るのかどう見分けるのか」という質問に対し、「花見なら弁当やビールを持ち、下 ○ × 
 見であれば双眼鏡や地図を持っているという外形的事情がありえる」などという金 
 田法相の答弁。                                         
5月 9日 【衆院法務委員会】民進党蓮舫代表の「ラインやメールなどで合意したとどうやって確 
 定するのか」という質問に対して、金田法相は「嫌疑がある場合には捜査を行う」とし ○ × 
 たが、直後に「そういうデジタル情報については監視しない」と答弁。議場は、「答弁 
 になっていない」、と騒然となった。                               
5月 16日 【衆院法務委員会】パレルモ条約について公明党推薦の椎橋隆幸中央大名誉教授と民進 
 党推薦海渡雄一弁護士が意見を述べた。この専門家の意見聴取の内容。 ○ ×  
6月 1日 【参院法務委員会】民進党小川議員の質問に対する林刑事局長の答弁「組織的犯罪集団 
 の構成員でなくても計画主体になりうる」。金田法相の答弁「構成員でなくても計画に ○ × 
 関与した周辺者についてはテロ等準備罪で処罰はあり得る」など。                  
＊本表は、「放送を語る会（2017）の p.21 の表及び本文中の説明を元に筆者がまとめた。 
 以上の 2 つの表から、NHK が様々な出来事を「報道していない」ということがわかる。このことに
























「権力の監視」を第一とすべきメディアの報道の問題点をまとめると、次のようになろう。       
 １． 政権の言動を叱咤激励するメディア。 
 ２． 政権と歩調を合わせて報道するメディア。 
 ３． 「事実」を「自社の政治的信念」にもとづいてのみ解釈して報道するメディア。 
 ４． 「事実」の一部のみを報道するメディア。 
 ５． 「事実」を報道しないメディア。 
 







３.1.  朝日新聞の誤報の訂正と謝罪そして「朝日バッシング」 
 朝日新聞は 2014年 8月に、「従軍慰安婦報道」に関する記事の取り消しを発表した。その後、9月
2 日に同紙にコラムを執筆していた池上氏のコラムの掲載拒否したことから、池上氏のコラムの執筆
中止の申し入れにまでに発展した問題、そして、後述する「福島原発吉田調書」に関する 5月 20日の記





3.1.1.  従軍慰安婦報道 





   「慰安所は、当時の軍当局の要請により設営されたものであり、慰安所の設置、管理及び慰安婦の移送については、旧日本軍が直接あるい   
は間接にこれに関与した。慰安婦の募集については、軍の要請を受けた業者が主としてこれに当たったが、その場合も、甘言、強圧による     
等、本人たちの意思に反して集められた事例が数多くあり、更に、官憲等が直接これに加担したこともあったことが明らかになった。また、      

























 読売新聞も 1992年 8月 15日夕刊で、「慰安婦問題がテーマ」「『戦争犠牲者』考える集会」大阪、という
見出しで、集会の模様を報道している。以下に記事の一部を引用しておく。 











 読売新聞は、朝日新聞に紹介された 1992年 8月 15日夕刊の記事について、次のように述べている。(読
売新聞、2014年8月28日） 





















 二つは、2000年12月8日から3日間、VAWW-NET（Violence Against Women in War Network Japan）が、
「民衆法廷」として戦時中の「日本軍性奴隷制」問題を扱った女性国際戦犯法廷を開催した。このことをNHK
教育テレビは、2001年1月30日に（ETV2001「戦争をどう裁くか(2)戦時性暴力」）で放送したが、この番
組の内容について、VAWW-NET ジャパンおよび NHK との間で事前に同意していた企画内容と違っている
として、裁判が起こされた。 
 このことついて、朝日新聞は2005年1月12日に、「NHK『慰安婦』番組改変」「中川昭・安倍氏『内容偏り』」



































4.1.3.  まとめ 
 筆者も吉田調書の該当する記録に目を通したが、言葉の意味は、それを見る・読む人自身の知識と力量の
範囲内でさまざまに理解されうるという立場からは、必ずしも、誤りではないとも読み取れるのである。日










                                                          






ディアの自由」、すなわち「ジャーナリストの自由と自律」が侵害されたという事件なのである(p.o22)。」   
  



















5.2. 2014年の安倍政権とメディア    
 2014年に政府が行った施策は、「武器輸出三原則」を廃止し、「防衛装備移転三原則」を定め、消費税を8％
に引き上げ、憲法改正の手続きである改正国民投票法(投票権者の年齢を18歳まで引き下げる、など）を成











































きたと」発言し、「I AM NOT ABE」というプラカードを掲げて安倍政権に抗議の意思を表明していた。こ
うした行為のメディア論的問題点はここでは触れないが、すでに 1月 23日の同じ番組の古賀氏の言動に対
して、古賀氏は「官房長官の秘書官二人からテレ朝報道局の幹部にメールで不快感の表明があったのです（メ





 ◇長尾敬衆院議員：「先生なら沖縄のゆがんだ世論を正しい方向に持っていくために、どのようなアクションを起こされ           
るのか」 





































































   ＊引用者注：上記の「例えば」の後の①、②には、8日の衆院予算委での高市総務大臣の説明とほぼ同文が記載されている。いったい何をより








明をかわきりに、民放労連の高市総務相への公開質問状（2月 16日）、NHK 板野放送総局長（2月 17日）、 
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5.5. 2017年の安倍政権とメディア  

















る 2017年 6月 15日、松野博一文科相は同文書が見つかったと発表した。さらに8月 22日には「テレビ
にはしっかり事実を伝えて欲しい・・・」と「放送法遵守を求める視聴者の会」が産経新聞と読売新
聞にカラーの全面広告を出した。内容は、7月 10日の加計問題に関する国会閉会中審査での 3 人の参









































































 Oxford Dictionary(注16）は、「2016 年のことば」に「post-truth（ポスト・トゥルース」を選んだ。イギリ
スのEU からの離脱に関する国民投票やアメリカの大統領選挙などでの世論形成の際には、「emotion and  
personal belief(感情や個人的信念）が objective fact（客観的な事実）よりも強い影響力をもっていた」


































1.  http://kazegunma.wixsite.com/heiwanokaze/blank-12 
2.「放送法」：http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=325AC0000000132&openerCode=1#A 
 以下、一部抜粋して掲載しておく。 第二章（放送番組編集の自由）、第三条 （国内放送等の放送番組の編集等） 
 第四条 放送事業者は、国内放送及び内外放送の放送番組の編集に当つては、次の各号の定めるところによらなければならない。  
一 公安及び善良な風俗を害しないこと。二 政治的に公平であること。三 報道は事実をまげないですること。四 意見が対立し
ている問題については、できるだけ多くの角度から論点を明らかにすること。 
3.「放送を語る会」：視聴者市民、放送研究者、放送労働者の三つの立場の人びとが、放送について語り合い、研究し、発言する場を
作ろうという趣旨で、1990 年 8 月に発足し、国政選挙や原発事故など様々な問題につてテレビ報道をモニターして、その結果を報告
書にまとめ、各方面へ提言などをしている団体。（http://www.geocities.jp/hoso_katarukai/katudou2.html） 
4. 国連のプライバシー権に関する特別報告者ジョセフ・ケナタッチ氏が、2017 年 5 月 22 日、「共謀罪」の問題点について改善する    
よう安倍首相宛に書簡を出した。問題点は、「共謀罪法」の「計画」「準備行為」の文言が抽象的で恣意的に適用される可能性があ
る。令状主義の強化など、プライバシー保護の適切な仕組みがない、などという指摘。 
  http://www.ohchr.org/Documents/Issues/Privacy/OL_JPN.pdf          
5.  http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/taisen/kono.html 
6.  http://www.mofa.go.jp/mofaj/a_o/rp/page24_000308.html 
7. 言論の自由や報道の自由の擁護を目的としたジャーナリストによる NGO。1985 年設立。本部はパリ。https://rsf.org/en/presentation 
8. http://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/15827 
9.  https://www.bpo.gr.jp/ 
10.  https://www.bpo.gr.jp/?page_id=806&meta_key=2015 
11.  https://www.bpo.gr.jp/?p=8417&meta_key=2015 
12.  http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_list.cgi?SESSION=13294&SAVED_RID=2&MODE=1&DTOTAL=2&DMY=13631 
13.  http://nambu2116.officialblog.jp/archives/52013833.html、もしくは、山田健太(2016、 p.246）参照。 
14.  東京新聞 2016 年 4月 20 日。 
15.  拙著『わかるとはどういうことか』『わかりあうことの難しさ』（「心理学」所収）参照。 
16.  https://en.oxforddictionaries.com/word-of-the-year/word-of-the-year-2016 
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